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株主の皆様へ

　株主の皆様には日頃よりご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、第216期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の業績につき
まして、ご報告申し上げます。

　当連結会計年度における国内経済は、企業収益の底堅い推移や雇用・所得
環境の改善を背景に、総じて緩やかな回復基調で推移しました。円安環境に加
え、AI関連需要や設備更新需要を背景として、製造業を中心に生産活動は底
堅く、企業の競争力強化や人手不足対応を目的とした設備投資も堅調に推移
しました。一方、人手不足が深刻化する中、人件費や物流費の上昇が企業収益
を押し下げる要因となりました。さらに、2026年2月以降は中東情勢が緊迫化
しました。
　先行きについては、中東情勢の緊迫化を含む地政学的リスクの長期化とそ
れに伴う原材料価格・エネルギー価格の変動、金利や為替相場の変動、米国の
金融・通商政策の動向、中国経済の減速懸念などにより、事業環境の不透明な
状況が見込まれます。
　このような状況の下、当社グループは、事業再生計画に基づき、事業譲渡等
を含む不採算事業からの撤退などの構造改革を着実に推進してまいりまし
た。あわせて、高付加価値・高機能製品の拡販や価格改定、経費削減を始めと
するコストダウンの推進など、収益力の強化に取り組んでまいりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は事業撤退による売上の減少などによ
り前期比6.2%減収の118,563百万円となりました。営業利益は高付加価値・
高機能製品の増販に加え、不採算販売の見直しや価格改定・コストダウン施策
の効果などにより、前期比80.3%増益の10,549百万円となりました。営業利
益が増加したことに加え、円安の進行に伴う外貨建資産の為替評価益1,432
百万円を計上した結果、経常利益は前期比121.4％増益の10,392百万円と
なりました。また、事業譲渡等を含む不採算事業からの撤退に伴い、当社グル
ープが保有する固定資産の売却益23,697百万円を特別利益として計上しま
した。加えて、事業再生計画に基づく金融支援として取引金融機関に対して債
権放棄を要請し、総額12,015百万円の債務免除を受けたことにより、特別利
益として計上しました。一方、事業構造改善費用14,884百万円を特別損失と
して計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は18,153百万円（前期
は24,283百万円の当期純損失）となりました。
　なお、当連結会計年度につきましては、誠に申し訳ありませんが普通株式に
ついては無配とさせていただきますので、何とぞご了承賜りますようお願い申
し上げます。

　当社が最優先で対処すべき課題は、事業再生計画の確実な遂行でありま
す。事業再生計画を迅速かつ適切に遂行するため、2025年4月30日に、株式
会社地域経済活性化支援機構（以下「機構」といいます。）及び株式会社三菱
UFJ銀行から取締役および監査役の派遣を受け入れ、体制を刷新しました。
　事業再生計画では、①構造改革による不採算事業からの撤退および供給能
力の適正化、②コスト削減の完遂によるローコスト運営体制の確立、③付加価
値の高い製品の販売拡大、④組織運営体制の強化、を骨子としております。こ
れらの取組を通じて、高分子事業や機能資材事業等の将来性ある事業を中心
とする事業ポートフォリオへと変革し、事業再生計画の最終年度である2030
年3月期までに、持続的に高い収益性を確保できる業績水準の達成を目指し
ています。
　事業再生計画の初年度である2026年3月期は、構造改革対象事業におい
て、事業譲渡や生産移管、事業撤退等の具体化・実行に取り組みました。具体
的には、ポリエステルに係る繊維関連事業・重合事業、不織布事業および産業

繊維事業（モノフィラメント事業を除く。）について、事業譲渡等を完了しまし
た。また、衣料繊維事業についても事業譲渡等を概ね完了しました。一方で、高
分子事業や機能資材事業においては、付加価値の高い製品の販売拡大や新
たな用途展開等を進め、収益力の強化を図りました。その他本社業務などにお
いても配送ルートの見直し等の物流改革や、業務効率改善等のコスト削減に
も取り組みました。2027年３月期も引き続き事業再生計画を遂行してまいり
ます。
　また、事業再生計画に基づき、金融支援として取引金融機関に対して債権放
棄を要請し、2026年3月に、債務免除を受けました。当初、最大約430億円の
債権放棄を要請しておりましたが、事業譲渡や不動産売却の結果、事業再生計
画において見込んでいた事業構造改善費用の圧縮が図られたことから、総額
約120億円まで減額となりました。
　なお、当社は、2024年6月に東証プライム市場の上場維持基準への適合に
向けた計画を公表し、2025年6月に計画の更新を公表しておりました。計画に
基づき当社では、①事業再生計画の着実な遂行による収益改善、②機構およ
び取引金融機関からの金融支援と財務基盤の確立、③開示資料の充実や積極
的なIR活動によるコミュニケーション強化、の3つに取り組んだ結果、東証プラ
イム市場の上場維持基準に適合しました。しかしながら、当社の現在の企業規
模に照らすと、東証プライム市場に上場し続けるための開示体制の維持や関
連コストは相対的に負担が大きく、そのコストを負担するよりも現在当社が取
り組んでいる構造改革を着実に実行し、収益力改善に経営資源を集中するこ
とが、企業価値の向上、株主の皆様を始めとするステークホルダーの皆様の利
益に資すると判断し、2026年４月に東証スタンダード市場に市場区分を変更
いたしました。今後も、ステークホルダーの皆様との対話を一層深め、持続的
な成長に向けた取組を推進してまいります。
　事業環境の不透明感が継続している中ではありますが、機構や取引金融機
関からの支援を受けながら、不退転の決意で事業再生計画を遂行し、収益性の
高い企業への変革を実現することで、企業価値の向上を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い
申し上げます。

2026年６月

代表取締役社長
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連結業績の推移

売上高

営業利益

経常利益
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事業撤退の影響による減収がありましたが、継続事業は、電子
材料分野を中心に販売量が増加し、食品包装分野の食品需要
の落ち込みや海外品流入の影響等を高付加価値品の販売増
加で補い増収となった結果、売上高は、1,185億63百万円と
前期比78億47百万円の減収（前期比6.2％減）となりました。

高付加価値・高機能製品の販売が順調に伸長したことに加え、
不採算販売の見直し、価格改定、コストダウン施策の効果によ
り、営業利益は105億49百万円と前期比46億98百万円の増
益（前期比80.3％増）となりました。また、営業利益率は8.9％
（前期比4.3％増）と大きく改善しました。

105億49百万円
（前期比80.3%増）

1,185億63百万円
（前期比6.2％減）

103億92百万円
（前期比121.4%増）

営業利益の増加に加え、円安の進行に伴う外貨建資産の為替
評価益14億32百万円を計上した結果、経常利益は103億92
百万円と前期比56億99百万円の増益（前期比121.4％増）と
なりました。
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連結業績の推移

（単位：百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益

総資産・純資産

セグメント別  売上高・営業利益

24（0.4%）
機能資材事業

3,475（261.9%）
高分子事業
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機能資材事業

その他
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固定資産の売却益236億97百万円、取引金融機関からの債務
免除益120億15百万円を特別利益に計上し、事業構造改善費用
148億84百万円を特別損失に計上した結果、親会社株主に帰属
する当期純利益は181億53百万円と前期比424億36百万円の
増益（前期は242億83百万円の当期純損失）となりました。

1,507億4百万円
（前期末比12億73百万円増）

総資産

540億44百万円
（前期末比378億11百万円増）

純資産

総資産は、主として現金及び預金が増加したことにより、前期末
に比べ12億73百万円増加し、1,507億4百万円となりました。
また、純資産は、主として種類株式の発行による資本剰余金の
増加により、前期末に比べ378億11百万円増加し、540億44百
万円となりました。

（前期は242億83百万円の当期純損失）
181億53百万円 △

※セグメント別の営業利益
は調整額調整前の数値で
表示しています。
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セグメント別の状況

9,429百万円

■高分子事業  売上高・営業利益

営業利益

売上高

56,395百万円

高分子事業

光電センサレンズ
（レンズにUポリマー樹脂が採用されている）

バリアナイロンフィルム
「エンブレム」ＨＧ

シリコーンフリー離型ポリエステル
フィルム「ユニピール」

　高分子事業セグメントでは、電子材料分野の需要が引き続き高
かったことから、概ね堅調に推移しました。また、前年から継続して
注力している高付加価値・高機能製品の拡販や価格改定、コストダ
ウン施策の効果により、収益性が向上しました。
　フィルム事業では、包装分野は、ナイロンフィルム、ポリエステル
フィルムともに食料品等の価格上昇が続き包装市場が停滞してい
る中、海外品の流入等も背景に販売量は微減となりました。ハイバ
リアナイロンフィルム「エンブレムHG」の販売は引き続き好調を維
持しました。工業分野は、電子材料分野の需要が好調を継続したこ
とで販売は堅調に推移しました。また、海外では販売戦略の転換と
生産性改善の効果により、収益は大きく改善しました。この結果、事
業全体で減収増益となりました。
　樹脂事業では、エンジニアリングプラスチックは、引き続き電気・
電子部品用途が好調に推移し、自動車部品用途も堅調に推移した
ことから、販売は伸長しました。機能樹脂は、売上高は横ばいとなり
ましたが、ポリエステル関連のコストアップにより、減益となりまし
た。関連会社においてもオフィス用途、産業資材用途などで大きく
販売が伸長し、事業全体では増収増益となりました。
　以上の結果、高分子事業セグメントは増収増益となり、売上高は
56,395百万円（前期比1.8％増）、営業利益は9,429百万円（前期
比57.1％増）となりました。

　高分子事業セグメントでは、原燃料価格が高止まりする中、販売
量の回復により工場の稼働率が好転し、コストダウン施策の効果と
併せて製造コストが低減したほか、各製品において価格改定を実施
したことで、収益が改善しました。
　フィルム事業では、主力の食品包装用途において、期間を通じて
市況が回復したことで、ナイロンフィルム、ポリエステルフィルムと
もに販売量が回復しました。工業分野では、一部の半導体関連用途
は堅調でしたが、その他の工業用フィルムの販売が伸び悩み、同分
野全体での販売量は横ばいでした。また、コストダウン施策の効果
により、営業利益は増加しました。海外においては、不採算販売の見
直しにより、収益は改善しましたが、安価製品との価格競争が続き
ました。この結果、事業全体で増収増益となりました。
　樹脂事業では、エンジニアリングプラスチックは、自動車部品用
途の販売が期間を通じて低調であったほか、電気電子部品の需要
回復が遅れている影響で販売量が減少しました。売上高は微増に
止まりましたが、価格改定を実施した効果で営業利益は大幅に改善
しました。機能樹脂は、接着剤、コーティング用途において高機能製
品の販売が伸長し、収益は大幅に向上しました。この結果、事業全体
で増収増益となりました。
　以上の結果、高分子事業セグメントは増収増益となり、売上高は
55,393百万円（前期比8.5％増）、営業利益は6,000百万円（前期
は603百万円の営業利益）となりました。
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　機能資材事業セグメントでは、幅広い用途・分野で販売が伸長しま
した。また、不採算販売の見直しと価格改定を継続した結果、収益性
は改善しました。
　不織布事業、産業繊維事業（モノフィラメント事業を除く）は事業譲
渡による撤退を完了しました。撤退にあたっては、価格改定など各種
対策を講じ、損失の抑制に努めました。
　活性炭繊維事業では、空気浄化用途のVOC除去シートの販売が
減少したものの、主力である家庭用浄水器用途の販売は国内、海外
ともに好調に推移しました。
　ガラス繊維事業では、産業資材分野は、建築資材用途の透明シート
の販売が低調だった一方で、テント・シート用途向けの不燃材料は概
ね堅調に推移しました。電気電子分野は、引き続き好調に推移しまし
た。電子材料分野は、超極薄低熱膨張ガラスクロスおよび超極薄Ｅガ
ラスクロスは、ハイエンド携帯端末向けモバイルメモリ用途に加え、
非メモリ用途でも採用が進んだ結果、収益力が大幅に伸長しました。
　ガラスビーズ事業では、道路用途において道路工事件数が回復せ
ず、海外安価製品との価格競争もあり、販売は減少しました。一方、工
業用途および反射材用途は、海外向けの販売が好調に推移しました。
　不織布事業では、スパンボンド不織布事業については、2026年1
月１日までに事業譲渡等を完了し、コットンスパンレース不織布事業
については、2025年12月31日に事業譲渡を完了しました。
　産業繊維事業では、モノフィラメント事業以外の事業について、
2026年1月１日までに事業譲渡等を完了しました。継続事業である
モノフィラメント事業においては、好調な半導体市場を背景に、半導
体製造工程における薬液中の異物除去に用いられるナイロン中空
糸膜の販売量が増加しました。
　以上の結果、機能資材事業セグメントは減収増益となり、売上高は
33,695百万円（前期比9.0%減）、営業利益は1,603百万円（前期比
436.5%増）となりました。

セグメント別の状況

　機能資材事業セグメントでは、前期に落ち込んでいた電子材料分
野を中心とした販売量の大幅な回復により生産量が増加し、製造コ
ストの低減につながりました。各製品において価格改定を実施した結
果、収益が回復し、前年の営業赤字から黒字に転換しました。
　活性炭繊維事業では、主力の浄水用途の販売は堅調でしたが、空
気浄化用途のＶＯＣ除去シートの販売が低調で、売上高はやや減少
しました。
　ガラス繊維事業では、産業資材分野は、建築資材用途の市況が好
調で、不燃テント・シート等の販売が伸長しました。電子材料分野は、
生成ＡＩや関連するデータセンター向けの特定分野で好調を継続す
る一方、汎用半導体市況は本格的な回復まで至らない中、当社商品
は携帯端末向けのハイエンドメモリを中心に、半導体パッケージ基板
向けに高機能ガラスクロスの販売が伸長しました。
　ガラスビーズ事業では、道路用途は道路工事件数の減少が続く
中、海外競合品に対する競争優位性が受け入れられ、販売シェアを拡
大した結果、売上高はやや増加しました。工業用途では、高精度ガラ
スビーズなどの高機能製品の販売が伸長しました。
　不織布事業では、フィルターやスキンケア用品向けを中心に、ポリ
エステル系スパンボンド、コットンスパンレースともに販売が回復し
ました。価格改定に取り組んだ効果で収益が改善し、営業赤字が縮小
しました。
　産業繊維事業では、ポリエステル短繊維の販売は堅調でしたが、
期後半に販売が減少しました。ポリエステル高強力糸においても同様
に販売が減少しました。一方、原料価格などのコストアップに対し、価
格改定を実施した結果、売上高が増加し、営業赤字が縮小しました。

　以上の結果、機能資材事業セグメントは増収増益となり、売上高は
37,037百万円（前期比8.3％増）、営業利益は298百万円（前期は
2,478百万円の営業損失）となりました。

機能資材事業

透明性に優れたガラス繊維強化樹脂シート
「ユークリアーシート」
使用例：防煙垂壁

活性炭繊維フィルター

耐溶剤性中空糸膜モジュール
「ウィンセップ」

海洋生分解認証を取得した
綿100％のコットンスパンレース不織布

ガラスビーズ「ユニビーズ」

1,603百万円

■機能資材事業  売上高・営業利益

営業利益

売上高

33,695百万円
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　衣料繊維事業では、2025年12月31日までに事業譲渡等を概ね
完了しました。産業資材事業では、市況の持ち直しを背景に、土木資
材や生活関連用品の販売が好調でしたが、事業全体では、事業譲渡
等の影響により減収減益となりました。
　以上の結果、繊維事業セグメントは減収減益となり、売上高は
28,399百万円（前期比16.3%減）、営業損失は515百万円（前期
は357百万円の営業損失）となりました。

　衣料繊維事業では、主力のユニフォーム分野は、官需の販売は好
調で、民需についても概ね堅調に推移しました。一般衣料分野、寝
装分野及びスポーツ衣料分野は、期間を通じて需要が低迷し、販売
は苦戦しました。グローバル事業は、デニム生地の輸出販売が回復
しました。産業資材事業は、生活関連用品は堅調に推移し、電気・電
子用途の販売が好調でした。
　以上の結果、繊維事業セグメントは増収増益となり、売上高は
33,923百万円（前期比2.8％増）、営業損失は357百万円（前期は
523百万円の営業損失）となりました。

セグメント別の状況

繊維事業

　その他の事業につきましては、売上高は73百万円（前期比
28.2％増）、営業損失は18百万円（前期は82百万円の営業損失）と
なりました。

その他

18百万円

■その他  売上高・営業損失

営業損失

売上高

73百万円
トウゴマ由来のバイオマス原料繊維「キャストロン」

特殊割繊糸「FSY」使用
クリーナークロス

太陽光遮蔽性クーリング繊維
「サラクール」

515百万円

■繊維事業  売上高・営業損失

営業損失

売上高

28,399百万円
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高強度・高伸度のコーティング剤

ユニチカ独自のポリマー設計技術
手塗りが可能な「無色透明ポリウレア樹脂」を開発
当社は、手塗りが可能なポリウレア樹脂を開発し、「STERRALOCK®」（ステラ
ロック）ブランドとして用途開発を進めてきました。従来のポリウレア樹脂は、２液
混合後の反応が非常に速いため専用の吹付装置を必要としていましたが、
「STERRALOCK®」は、強度などの物性は維持したまま反応速度をコントロール
し、特殊な装置を必要とせず手塗りでの塗工が可能です。今般、更なる用途拡大
のため、「無色透明ポリウレア樹脂」を開発しました。「無色透明ポリウレア樹脂」
は、当社独自のポリマー設計技術により、高い透明性と高強度・高伸度を実現し、
更にピュアポリウレアならではの比較的高い耐薬品性を兼ね備えています。透明
度が高いことで、意匠性を損なうことなく高強度な塗膜形成が可能となり、衝撃
からの保護、造形物の高強度化、防水施工、剥落防止、また内部の様子を容易に
確認することができるため、保守点検コストの削減や異常の早期発見に貢献
できるコート剤などに使用が可能です。

「無色透明ポリウレア樹脂」成形品の外観

※1：参考値（保証値ではありません）　※2：無添加処方　※3：25℃7日養生

ユニチカ株式会社 総合研究所　E-mail：info-rd2@unitika.co.jpお問合せ先

「無色透明ポリウレア樹脂」（AD-051）の諸物性

動画はこちら→

項　目
TD-123 FD-031

単位・条件
開発品の物性※1

ー

％

MPa

％

デュロメーター硬さ

ー

25℃

テーパー摩耗1000回
摩耗輪CS-17,1kg

AD-051

無色透明

1.45

20

200

D55

10～15分

50分

5mg

高強度・高硬度

13.81

58

6

D75

30～45分

4時間

8～21mg

高強度・柔軟性

5.01

49

590

D40

15～20分

30分

1mg以下

特徴

ヘイズ※2

引張強度※3

引張伸度※3

硬度

作業時間の目安

指触乾燥時間

耐摩耗性（摩耗減量）

発泡スチロールへの塗工例
透明タイプ 高強度タイプ
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地方発明表彰　大阪府知事賞受賞

当社は、11月13日に公益社団法人発明協会が主催する令和7年度
近畿地方発明表彰において、当社が開発した「ボイル・レトルト用
ガスバリア性フィルム」に関する発明が高く評価され、大阪府知事賞
を受賞しました。
地方発明表彰は、各地方における発明の奨励・育成を図り、科学
技術の向上と地域産業の振興に寄与することを目的として、優れた
発明やデザインを生み出した技術者・研究開発者を顕彰するもので、
大正10年から続く歴史ある表彰事業です。

「ボイル・レトルト用ガスバリア性フィルム」に関する発明
令和7年度近畿地方発明表彰にて
大阪府知事賞を受賞 

ユニチカ株式会社 フィルム事業部 包装フィルム統括営業部　TEL：03-3246-7586（東京） TEL：06-6281-5553（大阪）お問合せ先

令和7年度近畿地方発明表彰式

【発明の内容】
本発明は、食品包装用の透明ガスバリアフィルムに関するものであり、
従来の透明蒸着フィルムの課題（高湿度下での性能低下、屈曲・伸長
によるバリア性低下、強度不足など）を解決する技術です。
本発明から生まれた透明ガスバリアフィルムは、熱水処理により今まで
に類を見ない優れた酸素バリア性を発現し、酸化による食品の変色や
退色を長期間防ぎ、賞味期限延長を可能とし食品ロス削減に貢献で
きる材料として注目されています。当該物性が評価され、調理済みの
ボイル・レトルト食品に広く利用されています。

地方発明表彰

〈大阪府知事賞〉
ボイル・レトルト用ガスバリア性フィルム

（特許第5731713号）

【受賞内容】 
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株式の状況 会社の概要

9

1. 発行済株式総数 普 通 株 式  
Ｃ種種類株式

  57,752,343株
115,504,600株

2. 株 主 数 普 通 株 式
Ｃ種種類株式

  54,582名
1名

株式の状況（2026年3月31日現在）

3. 大 株 主

社 名
創　　立
資 本 金
大阪本社
（ 本 店 ）
東京本社

研 究 所
事 業 所
海外事務所
主な子会社

従業員数

ユニチカ株式会社
1889年(明治22年)6月19日
100,000,000円
〒541-8566
大阪市中央区久太郎町四丁目1番3号
〒103-8321
東京都中央区日本橋本石町四丁目６番７号
※2026年7月13日に以下へ移転予定
〒103-8321
東京都中央区日本橋室町四丁目1番5号

総合研究所(京都府宇治市）
宇治事業所・垂井事業所・坂越事業所
米国事務所
P.T.EMBLEM ASIA(インドネシア)
テラボウ(株)(大阪府貝塚市)
ユニチカグラスファイバー(株)
(京都府宇治市)
連結　1,692名　　単体　847名

会社の概要（2026年3月31日現在）
（2026年6月26日現在）

執行役員（2026年6月26日現在）

取締役及び監査役

（注）1.
２.
３.

持株比率は小数点第 3位以下を切り捨てて表示しております。
持株比率は自己株式(98,495株)を控除して計算しております。
C種種類株式は、優先株式であり、議決権があります。

（注）１.2025年４月30日にＡ種種類株式及びＢ種種類株式の全株式を無償で
取得し、消却しました。

２.2025年４月30日に(株)地域経済活性化支援機構からＣ種種類株式に
係る払込みを受け、Ｃ種種類株式（115,504,600株）を交付しました。

※2025年4月30日付で、A種種類株式及びB種種類株式の全株式を取得・消却
し、機構に対しC種種類株式（115,504,600株）を発行しております。このた
め、同日時点で、A種種類株式及びB種種類株式の株主はおりません。また、C種
種類株式の株主は1名となっております。

三須　修一

小林　瑛二

堀野　桂子

代 表 取 締 役
副社長執行役員

取 締 役
常務執行役員
取 締 役

常務執行役員

藤本　慎司取 締 役
常務執行役員

奥　　大和取 締 役
上 席 執 行 役 員

柏木　寿深

代 表 取 締 役
社長執行役員 藤井　　実

中野　信介監査役（常勤）

石川　路子

社 外 取 締 役

佐野　　誠社 外 監 査 役

村瀬　謙一社 外 監 査 役

古川　　実社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

上席執行役員

上席執行役員

執 行 役 員

上席執行役員

上席執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

森田　誠宏

大熊　裕之

吉村　哲也

植田　敦子

尾﨑　達博

芦田　直彦

村上　浩司

山本　規雄

執 行 役 員 岩藤　敦史

執 行 役 員 板倉　宏政

執 行 役 員 神ノ門英明

上席執行役員

上席執行役員

執 行 役 員

上席執行役員

上席執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

尾﨑　達博

芦田　直彦

森田　誠宏

山本　規雄

板倉　宏政

村上　浩司

棚橋　恒太

0.80

0.56

0.49

0.46

0.45

0.39

0.38

普通株式

普通株式

普通株式

普通株式

普通株式

普通株式

普通株式

1,398

984

865

800

792

687

660

株  主  名 持　株　数 持株比率

2.99日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社地域経済活性化支援機構
％千株

66.70C種種類株式

普通株式

115,504

株 式 会 社 三 菱 Ｕ ＦＪ 銀 行

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223

ユ ニ チ カ 従 業 員 持 株 会

野 村 證 券 株 式 会 社

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

MS I P  C L I ENT  S ECUR I T I E S

GOVERNMENT OF NORWAY

1.34普通株式 2,334

5,184

三須　修一

堀野　桂子

取 締 役
常務執行役員

常務執行役員
取 締 役

藤本　慎司取 締 役
常務執行役員

中野　信介取 締 役
上 席 執 行 役 員

小林　瑛二

代 表 取 締 役
社長執行役員 藤井　　実

岩藤　敦史監査役（常勤）

箱守　一昭

社 外 取 締 役

佐野　　誠社 外 監 査 役

村瀬　謙一社 外 監 査 役

柏木　寿深取 締 役

社 外 取 締 役



事 業 年 度

定時株主総会

基 準 日

公 告 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

定時株主総会     3月31日
剰余金の配当  期末 3月31日 
        中間 9月30日

電子公告（当社ウェブサイトに掲載）
https://www.unitika.co.jp/ir/notice/
ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告ができない場
合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株主メモ

（ご注意）
１．株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会
社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）では
お取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ 信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口
座の口座管理機関（三菱UFJ 信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ 信託銀行全国各支店でもお取次ぎいたします。

株主名簿管理人
特別口座管理機関

同 連 絡 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電話：0120-094-777（通話料無料）

〒541-8502

電子提供制度に関する
お問い合わせ先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
電子提供制度専用ダイヤル
電話：0120-696-505（通話料無料）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


